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携帯090-2356-4990 tadasann@gaia.eonet.ne.jp
日ごろより私たち国民のためにご尽力いただき、感謝申し上げます。

さて、近年、風営法で営業してよい商業地以外の住宅地や学校の近く（200ｍ以内）などで旅館業法上はリゾート・ビジネスホテルなどと申請し、実情はラブホテルとして営業されているホテルがたくさんあります。こういった「偽装ラブホテル」をめぐる問題が全国各地で起こっています。

地元住民が住環境悪化を危惧し、子供の教育環境を守るために労力を費やし、各市区町村でラブホテルを規制する条例改正などにいたっています。しかし、根本的解決には至らず、無許可、無届営業は一部兵庫県警の摘発事例等を除き、放置されているのが現状です。

「偽装」であるが故に、一般のホテルと同様小中高校生でも利用が可能なため、住宅地や学校の近くに建てられると、子供たちが犯罪に巻き込まれる可能性も大いに考えられます。

また公衆衛生上も大いに問題があると考えます。

「旅館業法」の適切な運用に関しても、充分に担保されているとは言えず、結果、「偽装ラブホテル」問題がなくならず、いたちごっことなっています。

所轄官庁として、適切なご対応をいただきたく、以下要望いたします。

　記

１．改善命令・罰則の強化

旅館業法を基準に各自治体で定める「旅館業法施行令の規定に基づく構造設備の基準を定める条例」に違反した場合、改善命令を出され、業者はそのつど直し、また元に戻す「いたちごっこ」となっているのが現状である。この原因は、改善命令にさえ従えば、罰則を受けないことにある。

何度も違反を繰り返す場合は、改善命令違反とみなし、罰則を適用すべきである。

２．旅館業法における「ラブホテル」の定義づけ

旅館業法の中で「ラブホテル」の定義を明確にすること。各自治体が定める「旅館業法施行令の規定に基づく構造設備の基準を定める条例」では、適切な対処ができない。

３．各自治体への指導

　旅館業法はそもそも「偽装ラブホテル」の建設・営業を想定していないため、法の不足が起こっている。そのため、各自治体が「条例」を作成し、規制を行っている。法整備が整うため、各都道府県庁および政令指定都市の担当課にラブホテル規制条例を積極的に制定するよう指導してほしい。

４．実態ある法運用のための人員配置等

　検査体制ができていないため、「偽装ラブホテル」が放置されている。各自治体の検査体制強化充実のため、国としても増員等の予算措置を講すべき。

５．宿泊者名簿記入の徹底指導

旅館業法の中でホテルは宿泊者名簿を備えなければならないとされている。

しかし、「偽装ラブホテル」においては実際に適法に運用されていない。伝染病の感染拡大を防ぐためにも、徹底指導・監視しすべき。また、罰則を厳格に適用すべき。

６．ホテル内における医療用具販売・頒布の規制強化
法に定める避妊具の販売・頒布に関しての見直しを行ってほしい。

７．旅館業法三条三項、四項の適正な運用のための教育委員会への指導

旅館業法　三条三項、四項では学校周辺に関することが以下のように規定されている。

三項「その設置によつて当該施設の清純な施設環境が著しく害されるおそれがあると認めるときも、同項の許可を与えないことができる」
四項「前項第三号の規定により都道府県の条例で定める施設については、当該条例で定める者の意見を求めなければならない」

従って学校周辺の場合、ホテル建築の事前協議で保健局が教育長に問い合せをし、教育委員会が回答をせねばならないが、実際には教育委員会には「許可をしない」という権限が担保されていないことが過去の事例で明らかになっている。

例えば２年前に擬似ラブホテル問題が起こった神戸市西区では教育委員会からの問い合せで、当時の学校長、ＰＴＡ会長が書面にて「もうこれ以上学校の環境を乱すホテル建築、営業の許可はしないでほしい」と申し出、それを受けた教育委員会は「厳正な対処をお願いします」との回答を送ったものの、保健局は「許可にあたって支障ありません」と業者に許可を出した。

これでは、何のための三条三項四項なのか。事前協議は建前だけで、学校長等が不適当と判断しても、教育委員会の報告がその声を充分に繁栄したものでなかったならば、実質的に不許可にはならない。

三条三項においては、同行の「許可をあたえないことができる。」を、同行の「許可をあたえない。」に改正すること。
四項においては、「意見を求める」だけではなく、許可の有無に性格に反映するようにする。
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携帯090-2356-4990 tadasann@gaia.eonet.ne.jp
日ごろより私たち国民のためにご尽力いただき、感謝申し上げます。
さて、近年、風営法で営業してよい商業地以外の住宅地や学校の近く（200ｍ以内）などで旅館業法上はリゾート・ビジネスホテルなどと申請し、実情はラブホテルとして営業されているホテルがたくさんあります。こういった「偽装ラブホテル」をめぐる問題が全国各地で起こっています。
地元住民が住環境悪化を危惧し、子供の教育環境を守るために労力を費やし、各市区町村でラブホテルを規制する条例改正などにいたっています。しかし、根本的解決には至らず、無許可、無届営業は一部兵庫県警の摘発事例等を除き、放置されているのが現状です。
「偽装」であるが故に、一般のホテルと同様小中高校生でも利用が可能なため、住宅地や学校の近くに建てられると、子供たちが犯罪に巻き込まれる可能性も大いに考えられます。
また公衆衛生上も大いに問題があると考えます。
また善良な市民の財産資産価値が奪われる可能性もあり、厳しく取り締まられるべきと考えます。
風営法の第１章規則では、第1条にその目的として「善良の風俗と清浄な風俗環境を保持し、および青少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止するため（中略）その業務の適正化を推進する等の措置を講ずること」としています。

目的実現のためにも、以下、要望をさせていただきます。

記

1． 無許可営業の取締強化

風営法に該当するラブホテルに関し無届営業等の取り締りを強化していただきたい。近年、この問題は全国各地で増大しており、関係部署を増員し、違法な業者を順次継続的に摘発し、また、罰則の強化も含め検討していただきたい。

２．風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法律施行令の見直し

風営法規則でいうラブホテルの定義は、実情からかけはなれており「偽装ラブホテル」の放置・増加の一因ともなっている。現状に即した法整備をしていただきたい。

３．警察と関係機関の連携強化

風営法違反は警察、旅館業法違反は都道府県及び政令市となっている。住民側が偽装ラブホテルの相談に行政にいくと「管轄外」とたらいまわしになることが多い。旅館業法による立ち入り検査時に警察が同行できるようにする等の連携強化に努め、具体的摘発等につながるよう、保健所等と警察署の連携を強化していただきたい。

４．旅館業法違反の取締権限の警察庁への拡大について

神戸・大阪では、ラブホテルを規制しようと施設構造基準条例が改正される予定だが、旅館業法自体がラブホテルを規制する条例ではないので、条例改正では限界があることも露呈する結果となっている。旅館業法における違反についても罰則を厳しく、警察でも取締りができるよう根本的な法改正を、警察庁からも検討していただきたい。

以上、国民の安全と、青少年の健全育成実現のため、ご検討いただけますようよろしくお願いいたします。
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国土交通省
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携帯090-2356-4990 tadasann@gaia.eonet.ne.jp
日ごろより私たち国民のためにご尽力いただき、感謝申し上げます。

さて、近年、風営法で営業してよい商業地以外の住宅地や学校の近く（200ｍ以内）などで旅館業法上はリゾート・ビジネスホテルなどと申請し、実情はラブホテルとして営業されているホテルがたくさんあります。こういった「偽装ラブホテル」をめぐる問題が全国各地で起こっています。

地元住民が住環境悪化を危惧し、子供の教育環境を守るために労力を費やし、各市区町村でラブホテルを規制する条例改正などにいたっています。しかし、根本的解決には至らず、無許可、無届営業は一部兵庫県警の摘発事例等を除き、放置されているのが現状です。

「偽装」であるが故に、一般のホテルと同様小中高校生でも利用が可能なため、住宅地や学校の近くに建てられると、子供たちが犯罪に巻き込まれる可能性も大いに考えられます。

また公衆衛生上も大いに問題があると考えます。
現行の法律においては、旅館業法、風営法ともに法整備に不足があり、建設されてからラブホテル化を規制するのが難しいのが現状です。

そこで、建築以前から、また、良好な住環境を保障する屋外広告物の規制の観点も含め、以下の点、要望させていただきます。

記　

１．建築基準法での規制

現行法では建築基準法の中に「ラブホテル」の概念がない。

２．屋外広告物に関する法律の規制強化

「偽装ラブホテル」の建設と広告活動の規制や罰則を強化し、商業地にて建設、広告活動が担保された合法なラブホテルと、住宅地の「偽装ラブホテル」が明確に分けられるよう、全国一律の最低限の基準を作り、各自治体への周知徹底をお願いしたい。

３．住宅地近隣住民に配慮した景観に関する法律の強化
2008年3月２６日

文部科学省

大臣　渡海紀三朗様

要望書

全国偽装ラブホテルをなくす会　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表　馬場敦子
〒658-0025 神戸市東灘区魚崎南町３－６－３７ 
電話／ファックス０７８－２１９－５６０３

携帯090-2356-4990 tadasann@gaia.eonet.ne.jp
日ごろより私たち国民のためにご尽力いただき、感謝申し上げます。
さて、近年、風営法で営業してよい商業地以外の住宅地や学校の近く（200ｍ以内）などで旅館業法上はリゾート・ビジネスホテルなどと申請し、実情はラブホテルとして営業されているホテルがたくさんあります。こういった「偽装ラブホテル」をめぐる問題が全国各地で起こっています。
地元住民が住環境悪化を危惧し、子供の教育環境を守るために労力を費やし、各市区町村でラブホテルを規制する条例改正などにいたっています。しかし、根本的解決には至らず、無許可、無届営業は一部兵庫県警の摘発事例等を除き、放置されているのが現状です。
「偽装」であるが故に、一般のホテルと同様小中高校生でも利用が可能なため、住宅地や学校の近くに建てられると、子供たちが犯罪に巻き込まれる可能性も大いに考えられます。
また公衆衛生上も大いに問題があると考えます。「

子どもたちの学びや生育環境を所轄する文部科学省としてもこの問題に積極的に取り組んでいただきたく以下の点につき、要望いたします。

記
１．良質な教育環境確保のための関係各省への呼びかけ

先日営業を開始した大阪市の事例のように、「偽装ラブホテル」は住宅地のそばはもとより小学校の隣でも建設され、営業が行われている。子ども達の教育環境に大きな悪影響を及ぼすことが予想される。良好で良質な教育環境確保の観点から、厚生労働省・警察庁他関係各省に呼びかけ、現行法の中で可能なかぎり規制・罰則の適用を強化し、また、法整備するよう働きかけていただきたい。

２．教育委員会に対しての徹底指導

旅館業法　三条三項、四項では学校周辺に関することが以下のように規定されている。

三項「その設置によつて当該施設の清純な施設環境が著しく害されるおそれがあると認めるときも、同項の許可を与えないことができる」
四項「前項第三号の規定により都道府県の条例で定める施設については、当該条例で定める者の意見を求めなければならない」

従って学校周辺の場合、ホテル建築の事前協議で保健局が教育長に問い合せをし、教育委員会が回答をせねばならないが、実際には教育委員会には「許可をしない」という権限が担保されていないことが過去の事例で明らかになっている。

例えば２年前に擬似ラブホテル問題が起こった神戸市西区では教育委員会からの問い合せで、当時の学校長、ＰＴＡ会長が書面にて「もうこれ以上学校の環境を乱すホテル建築、営業の許可はしないでほしい」と申し出、それを受けた教育委員会は「厳正な対処をお願いします」との回答を送ったものの、保健局は「許可にあたって支障ありません」と業者に許可を出した。

これでは、何のための三条三項四項なのか。事前協議は建前だけで、学校長等が不適当と判断しても、教育委員会の報告がその声を充分に繁栄したものでなかったならば、実質的に不許可にはならない。

「偽装ラブホテル」に関しては、三条三項、四項を含む旅館業法と風営法の狭間にあり、その双方に問題があることは広く指摘されている。法の不備不足によって最も被害をこうむるのが子どもたちであることを強く認識いただき、教育委員会への指導も含め、文部科学省としても適正な対処をお願いしたい。
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携帯090-2356-4990 tadasann@gaia.eonet.ne.jp
日ごろより私たち国民のためにご尽力いただき、感謝申し上げます。
さて、近年、風営法で営業してよい商業地以外の住宅地や学校の近く（200ｍ以内）などで旅館業法上はリゾート・ビジネスホテルなどと申請し、実情はラブホテルとして営業されているホテルがたくさんあります。こういった「偽装ラブホテル」をめぐる問題が全国各地で起こっています。
地元住民が住環境悪化を危惧し、子供の教育環境を守るために労力を費やし、各市区町村でラブホテルを規制する条例改正などにいたっています。しかし、根本的解決には至らず、無許可、無届営業は一部兵庫県警の摘発事例等を除き、放置されているのが現状です。
「偽装」であるが故に、一般のホテルと同様小中高校生でも利用が可能なため、住宅地や学校の近くに建てられると、子供たちが犯罪に巻き込まれる可能性も大いに考えられます。
また公衆衛生上も大いに問題があると考えます。

自治事務の滞りない運用と、まちづくりの観点からも、「偽装ラブホテル」が持つ問題に積極的に取り組んでいただきますよう、以下要望させていただきます。

記

１．偽装ラブホテルの実行性担保のための予算措置

「旅館業法」では各自治体の関係局が施設立ち入り検査が認められている。しかしながら各自治体においては人員・体制が整わず、立ち入り検査の不実行のために改善されず「偽装ラブホテル」が放置されているのが現状である。

実態把握の観点からも、「偽装ラブホテル」に関して適切に指導・監督ができるよう検査体制の強化充実に予算措置をしていただきたい。

２．予防のための広報活動

「偽装ラブホテル」の問題が、全国各地で同様に起こっていることから、各自治体の情報共有等につとめ、また地区計画、地区協定などがあること等、積極的に広報・指導してほしい。

３．自治体からの情報収集及び提供

まちづくりの観点から、各自治体に対し、景観条例等で「偽装ラブホテル」に対処した内容となるよう情報提供を行うこと。
